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■　１． 各会計予算規模

予算額 構成比(%) 予算額 構成比(%) 増減額 増減率(%)

195,828,360 59.0 193,856,204 58.3 1,972,156 1.0

90,410,851 27.2 90,885,142 27.4 △ 474,291 △ 0.5

45,987,477 13.8 47,689,220 14.3 △ 1,701,743 △ 3.6

水 道 15,100,964 4.5 15,584,767 4.7 △ 483,803 △ 3.1

工 業 用 水 道 558,846 0.2 626,719 0.2 △ 67,873 △ 10.8

下 水 道 23,281,191 7.0 24,158,750 7.2 △ 877,559 △ 3.6

病 院 7,046,476 2.1 7,318,984 2.2 △ 272,508 △ 3.7

332,226,688 100.0 332,430,566 100.0 △ 203,878 △ 0.1

※企業会計の予算額は収益的支出と資本的支出の合計額

区　　分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減

企 業 会 計

一 般 会 計

内
 

訳

（単位　千円）

特 別 会 計

合    計

1,766 1,781 1,841 1,931 1,939 
一般会計

1,958 

947 878 876 
886 909 

特別会計

904 

468 466 475 
474 476 企業会計

460 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

3,181
Ｈ２９

3,125
Ｈ３０

3,192
Ｒ１

3,291
Ｒ２

3,324
Ｒ３

3,322
Ｒ４

各会計予算規模の推移（億円）

新年度の会計別予算規模は下表のとおりで、一般会計は新型コロナウイルス感染症への対
応のほか、学校施設の改築・改修に係る経費や、子育て支援などの社会保障関係経費などによ
り増となりましたが、企業会計ならびに特別会計が減となったため、総額では前年度から約2億
円（0.1%）減の3,322億2,668万8千円となりました。
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■　２． 一般会計歳入予算の概要

　　 （単位　千円）

予算額 構成比(%) 予算額 構成比(%) 増減額 増減率(%)

87,135,165 44.5 85,128,280 43.9 2,006,885 2.4

873,201 0.4 839,201 0.4 34,000 4.1

85,000 0.0 103,000 0.1 △ 18,000 △ 17.5

694,000 0.4 672,000 0.3 22,000 3.3

1,037,000 0.5 654,000 0.3 383,000 58.6

724,000 0.4 541,000 0.3 183,000 33.8

10,348,000 5.3 9,548,000 4.9 800,000 8.4

139,000 0.1 133,000 0.1 6,000 4.5

143,000 0.1 132,000 0.1 11,000 8.3

337,000 0.2 669,000 0.3 △ 332,000 △ 49.6

6,861,000 3.5 3,170,000 1.6 3,691,000 116.4

65,000 0.0 65,000 0.0 0 0.0

875,953 0.4 827,782 0.4 48,171 5.8

6,799,775 3.5 6,722,145 3.5 77,630 1.2

38,684,194 19.8 38,119,592 19.7 564,602 1.5

13,851,220 7.1 12,911,223 6.7 939,997 7.3

649,637 0.3 810,930 0.4 △ 161,293 △ 19.9

106,522 0.1 104,124 0.1 2,398 2.3

9,408,615 4.8 9,356,436 4.8 52,179 0.6

1 0.0 1 0.0 0 0.0

5,375,677 2.7 6,748,590 3.5 △ 1,372,913 △ 20.3

11,635,400 5.9 16,600,900 8.6 △ 4,965,500 △ 29.9

195,828,360 100.0 193,856,204 100.0 1,972,156 1.0

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

計

繰 入 金

諸 収 入

市 債

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 越 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

区　　分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

歳入の根幹である市税は、景気の緩やかな回復基調が見られることなどにより20億688万5千円

の増、地方交付税は36億9,100万円の増となる一方、臨時財政対策債の減により市債は49億6,550

万円の減を見込んでいます。また、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増など

により、国庫支出金と県支出金を合わせて15億459万9千円の増となっています。

856 862 874 878 851 
市税

871 

139 146 157 150 165 213 
88 88 81 77 76 

77 

423 418 445 468 510 

国県支出金

525 

70 74 89 72 
94 

繰入金 94 
71 55 51 107 68 

諸収入 54 
109 130 

133 
167 166 市債 116 

10 8 11 
12 9 その他 8 
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Ｈ２９

1,781
Ｈ３０

1,841
Ｒ１

1,931
Ｒ２

1,939
Ｒ３

1,958
Ｒ４

一般会計歳入当初予算額の推移（億円）

使用料・手数料・分担金・負担金

譲与税・交付金・交付税
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・一般会計歳入予算の主な増減

＜市税＞ 千円　（2.4％増）

＜株式等譲渡所得割交付金＞ 千円　（58.6％増）

＜地方消費税交付金＞ 千円　（8.4％増）

＜地方特例交付金＞ 千円　（49.6％減）

＜地方交付税＞ 千円　（116.4％増）

＜国庫支出金及び県支出金＞ 千円　（2.9％増）

＜諸収入＞ 千円　（20.3％減）

＜市債＞ 千円　（29.9％減）

△１,３７２,９１３

第二庁舎整備事業における上下水道局からの負担金収入が事業完了により皆減

（△14億8,694万2千円）となったため、前年度に比べ13億7,291万3千円の減と

なっています。

小・中学校の施設整備や安井小学校教育環境整備事業の進捗に伴い教育債が増

（＋16億380万円）となっていますが、第二庁舎の整備が完了したことによる総務

債の減（△9億9,090万円）、臨時財政対策債の減（△49億2,900万円）により、前

年度に比べ49億6,550万円の減となっています。

＋３８３,０００ 

株式取引が好調なことにより、前年度に比べて3億8,300万円の増を見込んでい

ます。

△３３２,０００

中小事業者等に対する新型コロナウイルス感染症に係る特例措置の適用による

固定資産税及び都市計画税の減収分の補填として令和３年度に導入された、新型

コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金の皆減により、3億3,200万

円の減を見込んでいます。

＋２,００６,８８５ 

＋１,５０４,５９９ 

△４,９６５,５００

＋３,６９１,０００ 

景気の緩やかな回復基調による市民税の増や、軽減措置の終了等による固定資

産税等の増などにより、前年度に比べ20億688万5千円の増を見込んでいます。（4

～5ページ参照）

市税収入や地方消費税交付金の増などの影響により、地方交付税と臨時財政対

策債を合わせた実質的な地方交付税は前年度に比べて12億3,800万円の減となりま

すが、その原資となる国税の伸びなどによって地方交付税は36億9,100万円の増と

なり、普通交付税の振替財源となる臨時財政対策債については49億2,900万円の減

を見込んでいます。

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の皆増（＋4億7,328万4千

円）、新型コロナウイルスワクチン接種事業の実施に伴う国庫負担金等の増（＋3

億9,450万9千円）などにより、前年度に比べ15億459万9千円の増となっていま

す。

＋８００,０００ 

新型コロナウイルス感染症の影響による消費の落ち込みが想定よりも少ないこ

とにより、前年度に比べて8億円の増を見込んでいます。
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＜市税＞の内訳
　　 （単位　千円）

予算額 構成比(%) 予算額 構成比(%) 増減額 増減率(%)

42,030,164 48.2 40,614,822 47.7 1,415,342 3.5

38,626,766 44.3 38,089,932 44.7 536,834 1.4

3,403,398 3.9 2,524,890 3.0 878,508 34.8

33,224,840 38.1 32,798,196 38.5 426,644 1.3

405,936 0.5 378,349 0.5 27,587 7.3

2,178,184 2.5 2,135,347 2.5 42,837 2.0

1 0.0 1 0.0 0 0.0

9,821 0.0 9,128 0.0 693 7.6

1,354,835 1.6 1,396,407 1.6 △ 41,572 △ 3.0

7,931,384 9.1 7,796,030 9.2 135,354 1.7

87,135,165 100.0 85,128,280 100.0 2,006,885 2.4

市 民 税

内
訳

個 人

法 人

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

事 業 所 税

都 市 計 画 税

計

区　　分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減

入 湯 税

市 た ば こ 税

特 別 土 地 保 有 税

381 384 390 391 381 
個人市民税

386 

41 43 45 40 25 
法人市民税

34 

319 322 324 330 
328 

固定資産税

332 

75 76 77 78 
78 

都市計画税

79 

40 37 38 39 
39 その他 40 

0
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Ｈ３０
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Ｒ１

878
Ｒ２
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Ｒ３

871
Ｒ４

一般会計歳入（市税）当初予算額の推移（億円）
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・市税の主な増減

＜個人市民税＞ 千円　（1.4％増）

＜法人市民税＞ 千円　（34.8％増）

＜固定資産税＞ 千円　（1.3％増）

＜市たばこ税＞ 千円　（2.0％増）

＜事業所税＞ 千円　（3.0％減）

＜都市計画税＞ 千円　（1.7％増）

固定資産税と同様に、新型コロナウイルス感染症に係る特例措置の適用が一部

終了したことにより、前年度に比べ1億3,535万4千円の増を見込んでいます。

＋４２６,６４４ 

＋５３６,８３４ 

＋８７８,５０８ 

新型コロナウイルス感染症の影響は残るものの、給与所得の増が見込まれるこ

とにより、前年度に比べ5億3,683万4千円の増を見込んでいます。

新型コロナウイルス感染症の影響からの一部持ち直しがみられることにより、

前年度に比べ8億7,850万8千円の増を見込んでいます。

△４１,５７２

＋１３５,３５４ 

新型コロナウイルス感染症に係る特例措置の適用が一部終了したことにより、

前年度に比べ4億2,664万4千円の増を見込んでいます。

　課税床面積の減により、前年度に比べ4,157万2千円の減を見込んでいます。

＋４２,８３７ 

税率の段階的引上げ（平成28年度から令和3年度まで）により、前年度に比べ

4,283万7千円の増を見込んでいます。

　※令和3年10月1日より　6,552円／1,000本
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■　３． 一般会計歳出予算の概要

　　　（１）目的別内訳

　　 （単位　千円）

予算額 構成比(%) 予算額 構成比(%) 増減額 増減率(%)

863,514 0.4 850,640 0.4 12,874 1.5

20,364,310 10.4 21,952,091 11.3 △ 1,587,781 △ 7.2

91,118,054 46.5 89,793,085 46.3 1,324,969 1.5

20,254,861 10.4 18,876,945 9.7 1,377,916 7.3

364,715 0.2 532,064 0.3 △ 167,349 △ 31.5

180,724 0.1 179,461 0.1 1,263 0.7

915,483 0.5 926,598 0.5 △ 11,115 △ 1.2

15,902,569 8.1 16,219,028 8.4 △ 316,459 △ 2.0

7,071,686 3.6 7,839,879 4.1 △ 768,193 △ 9.8

23,493,075 12.0 21,791,443 11.3 1,701,632 7.8

2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

15,206,158 7.8 14,803,621 7.6 402,537 2.7

11,211 0.0 9,349 0.0 1,862 19.9

80,000 0.0 80,000 0.0 0 0.0

195,828,360 100.0 193,856,204 100.0 1,972,156 1.0

農 林 水 産 費

区　　分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

計

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

一般会計の歳出を目的別で見てみると、総務費が第二庁舎（危機管理センター）整備事業の完了

などにより15億8,778万1千円の減となりました。一方で、教育費が小学校の大規模改修や、体育館

の空調整備などによって17億163万2千円の増となり、衛生費が新型コロナウイルス感染症対策事

業により、13億7,791万6千円の増となりました。

164 181 191 231 220 総務費 204

822 824 853
883 898 民生費

911

159 148 147
156 189 衛生費 202183 182 170
170 162 土木費 15963 60 57
66 78 消防費 71195 207 234
244 218 教育費 235155 153 159
157 148 公債費 152

25 26
30

24 26 その他 24

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

1,766
Ｈ２９

1,781
Ｈ３０

1,841
Ｒ１

1,931
Ｒ２

1,939
Ｒ３

1,958
Ｒ４

一般会計歳出当初予算額の推移（目的別）（億円）
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・一般会計歳出予算（目的別）の主な増減

＜総務費＞

＜民生費＞

＜衛生費＞

＜土木費＞

＜消防費＞

＜教育費＞

＜公債費＞

＋１,３２４,９６９ 

△１,５８７,７８１

人件費の一部を教育費から総務費へ変更したことや、定年退職者数の増などに

より、一般管理費が増（＋7億4,927万4千円）となりましたが、第二庁舎（危機

管理センター）整備事業等の完了による庁舎整備費の減（△22億562万2千円）に

より、前年度に比べ15億8,778万1千円の減となっています。

千円　（7.2％減）

千円　（1.5％増）

＋４０２,５３７ 

＋１,３７７,９１６ 

＋１,７０１,６３２ 

災害援護資金の一括償還や、第二庁舎（危機管理センター）整備事業の償還の

一部開始などにより長期債元金償還金が増（＋5億5,176万5千円）となり、前年

度に比べ4億253万7千円の増となっています。

千円　（2.7％増）

児童福祉施設整備費が減（△11億6,229万1千円）となりましたが、施設数の増

による児童保育費の増（＋13億8,765万2千円）や、障害者介護給付費等の伸びに

よる障害援護費の増（＋5億3,407万1千円）などにより、前年度に比べ13億2,496

万9千円の増となっています。

新型コロナウイルス感染症対策事業の実施に伴う保健所費及び保健予防費の増

（＋12億3,749万6千円）により、前年度に比べ13億7,791万6千円の増となってい

ます。

樋ノ口土地区画整理事業の進捗により土地区画整理事業費が増（＋3億780万

円）、西宮浜総合公園整備事業の進捗により公園整備費が増（＋2億7,390万1千

円）となりましたが、用地買収費の減などによる道路橋梁新設改良費の減（△5

億9,643万8千円）や、分銅・末広町住宅整備事業の完了による住宅整備費の減

（△4億6,647万4千円）により、前年度に比べ3億1,645万9千円の減となっていま

す。

西宮消防署建替事業の進捗による消防施設整備費の減（△9億5,539万1千円）

により、前年度に比べ7億6,819万3千円の減となっています。

人件費の一部を総務費へ変更したことにより、社会教育総務費が減（△3億

3,620万5千円）となりましたが、小学校の大規模改修や体育館空調の整備、安井

小学校教育環境整備事業の進捗、学校施設照明設備のLED化などによる学校整備

費の増（＋18億9,583万1千円）により、前年度に比べ17億163万2千円の増となっ

ています。

△３１６,４５９

△７６８,１９３

千円　（7.3％増）

千円　（2.0％減）

千円　（7.8％増）

千円　（9.8％減）
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　（２）性質別内訳

　　 （単位　千円）

予算額 構成比(%) 予算額 構成比(%) 増減額 増減率(%)

112,894,526 57.7 109,507,522 56.5 3,387,004 3.1

39,330,218 20.1 38,297,601 19.8 1,032,617 2.7

58,358,150 29.8 56,406,300 29.1 1,951,850 3.5

15,206,158 7.8 14,803,621 7.6 402,537 2.7

18,162,660 9.3 20,836,522 10.7 △ 2,673,862 △ 12.8

31,800,918 16.2 30,679,926 15.8 1,120,992 3.7

3,689,256 1.9 3,671,258 1.9 17,998 0.5

14,210,177 7.2 14,077,715 7.3 132,462 0.9

12,588,654 6.4 12,444,284 6.4 144,370 1.2

2,482,169 1.3 2,638,977 1.4 △ 156,808 △ 5.9

920,789 0.5 794,063 0.4 126,726 16.0
417,436 0.2 665,666 0.4 △ 248,230 △ 37.3

1,063,944 0.6 1,099,248 0.6 △ 35,304 △ 3.2
80,000 0.0 80,000 0.0 0 0.0

195,828,360 100.0 193,856,204 100.0 1,972,156 1.0

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

繰 出 金

そ の 他

内
訳

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

予 備 費

計

投 資 的 経 費

区　　分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減

義 務 的 経 費

内
訳

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

一般会計の歳出を性質別で見てみると、投資的経費が西宮支援学校校舎等改築事業の進捗による

減などにより26億7,386万2千円の減となりました。一方で、扶助費が保育施設数の増に伴い19億5,185
万円の増、物件費が新型コロナウイルスワクチン接種事業の実施による予防接種事業経費の増など

により11億2,099万 2千円の増となりました。

360 356 361 384 383
人件費
393

512 513 530 555 564
扶助費
583

155 153 159
157 148

公債費
152

155 177 186
251 208

投資的経費
182

262 258
272

261 307
物件費
31834 34

35
37 37 維持補修費 37

147 145
154

139 141
補助費等

142112 115
117

120 124 繰出金 126

29 30
27

27 27 その他 25
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1,766
Ｈ２９

1,781
Ｈ３０

1,841
Ｒ１

1,931
Ｒ２

1,939
Ｒ３

1,958
Ｒ４

一般会計歳出当初予算額の推移（性質別）

義
務
的
経
費

（億円）
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・一般会計歳出予算（性質別）の主な増減

＜人件費＞ 千円　（2.7％増）

＜扶助費＞ 千円　（3.5％増）

＜公債費＞ 千円　（2.7％増）

＜投資的経費＞ 千円　（12.8％減）

＜物件費＞ 千円　（3.7％増）

＜繰出金＞ 千円　（1.2％増）

＜投資及び出資金＞ 千円　（37.3％減）

＋１４４,３７０ 

被保険者数の増加などに伴う後期高齢者医療事業特別会計繰出金の増（＋9,626万

5千円）、保険料軽減額の増に伴う保険基盤安定費等の増による国民健康保険特別会

計繰出金の増（＋7,057万3千円）などにより前年度に比べ1億4,437万円の増となっ

ています。

△２４８,２３０

企業債元金償還金の減に伴う病院事業会計補助経費の減などにより、前年度に比

べ2億4,823万円の減となっています。

＋４０２,５３７ 

災害援護資金の一括償還や、第二庁舎（危機管理センター）整備事業の償還の一

部開始などにより長期債元金償還金が増（＋5億5,176万5千円）となり、前年度に比

べ4億253万7千円の増となっています。

△２,６７３,８６２

小学校施設整備事業費が増（＋17億6,473万2千円）、安井小学校教育環境整備事

業費が増（＋14億6,980万2千円）となりましたが、西宮支援学校校舎等改築事業費

の減（△16億4,998万9千円）、第二庁舎（危機管理センター）整備事業費の皆減

（△12億818万9千円）などにより、前年度に比べ26億7,386万2千円の減となってい

ます。

＋１,１２０,９９２ 

新型コロナウイルス感染症対策事業の実施に伴う予防接種事業経費及び結核感染

症予防対策事業経費の増（＋6億3,170万2千円）、マイナンバーカード交付関連業務

による戸籍住民基本台帳事業経費の増（＋2億3,031万5千円）などにより、前年度と

比べ11億2,099万2千円の増となっています。

施設数の増に伴う保育施設等への給付費の増（＋13億2,442万1千円）や、障害者

介護給付費等の伸びによる障害者介護給付等事業経費の増（＋6億6,754万3千円）な

どにより、前年度に比べ19億5,185万円の増となっています。

＋１,０３２,６１７ 

定年退職者数の増加に伴う退職手当の増（＋2億2,925万9千円）、会計年度任用職

員数の増に伴う報酬等の増（＋4億5,349万8千円）、新型コロナウイルス感染症対策

に係る保健所費の職員の給与費の増（＋2億1,395万円）などにより、前年度に比べ

10億3,261万7千円の増となっています。

＋１,９５１,８５０ 
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■　４． 特別会計の概要

　　 （単位　千円）

予算額 構成比(%) 予算額 構成比(%) 増減額 増減率(%)

43,437,697 48.1 44,215,098 48.7 △ 777,401 △ 1.8

351,165 0.4 368,731 0.4 △ 17,566 △ 4.8

123,442 0.1 135,774 0.2 △ 12,332 △ 9.1

7,110 0.0 7,210 0.0 △ 100 △ 1.4

37,122,818 41.1 36,772,757 40.5 350,061 1.0

8,023,622 8.9 7,943,168 8.7 80,454 1.0

27,199 0.0 26,559 0.0 640 2.4

26,166 0.0 26,423 0.0 △ 257 △ 1.0

1,291,632 1.4 1,389,422 1.5 △ 97,790 △ 7.0

90,410,851 100.0 90,885,142 100.0 △ 474,291 △ 0.5計

鳴 尾 外 財 産 区

食 肉 セ ン タ ー

公 共 用 地 買 収 事 業

中 小 企 業 勤 労 者
福 祉 共 済 事 業

集 合 支 払 費

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 事 業

介 護 保 険

国 民 健 康 保 険

区　　分
令 和 ３ 年 度令 和 ４ 年 度 比 較 増 減

介護保険特別会計が3億5,006万1千円の増、後期高齢者医療事業特別会計が8,045万4千円の増と

なりますが、国民健康保険特別会計が7億7,740万1千円の減となったことにより、特別会計全体では4

億7,429万1千円の減となりました。

545
450 437 443 442 国民健康保険

434

309

326 343 347 368 介護保険

371

67

73 75 78 79 後期高齢者医療事業

80
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Ｈ３０

876
Ｒ１

886
Ｒ２

909
Ｒ３

904
Ｒ４

特別会計当初予算額の推移（億円）
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・特別会計の主な増減

＜国民健康保険＞ 千円　（1.8％減）

《一般会計からの繰入金：4,901,849千円（前年度比70,573千円増）》

＜食肉センター＞ 千円　（4.8％減）
　

《一般会計からの繰入金：199,408千円（前年度比5,200千円増）》

＜中小企業勤労者福祉共済事業＞ 千円　（9.1％減）
　

《一般会計からの繰入金：26,426千円（前年度比25,073千円減）》

＜介護保険＞ 千円　（1.0％増）

《一般会計からの繰入金：5,805,757千円（前年度比2,375千円減）》

＜後期高齢者医療事業＞ 千円　（1.0％増）

《一般会計からの繰入金：1,647,224千円（前年度比96,265千円増）》

被保険者数の増加などに伴う後期高齢者医療事務経費の増（＋3,301万6千円）に

より、前年度に比べ8,045万4千円の増となっています。

△７７７，４０１

△１７，５６６

＋３５０，０６１

＋８０，４５４

県下市町村の国民健康保険財政運営のための県への事業費納付金の減（△6億

5,890万5千円）などにより、前年度に比べ7億7,740万1千円の減となっています。

指定管理委託料の減（△1,469万6千円）及び食肉センター整備事業費の減（△

1,254万円）により、前年度に比べ1,756万6千円の減となっています。

要介護認定者数の増加に伴う保険給付費の増などにより、前年度に比べ3億5,006

万1千円の増となっています。

△１２，３３２

職員の給与費の減（△863万9千円）及び福祉共済関係事務経費の減（△789万9千

円）により、前年度に比べ1,233万2千円の減となっています。
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■　５． 投資的事業の概要

　投資的事業の事業費と財源内訳 （単位　千円）

財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

一 般 会 計 18,162,660 2,656,357 9,375,000 570,311 5,560,992
特 別 会 計 38,570 0 31,400 353 6,817

合 計 18,201,230 2,656,357 9,406,400 570,664 5,567,809

　主な投資的事業 （単位　千円）

事 業 名 事 業 費

安 井 小 学 校
教 育 環 境 整 備 事 業 3,056,147

小 学 校 施 設 整 備 事 業 2,659,419

民 間 保 育 所 等 整 備 事 業 936,957

中 学 校 施 設 整 備 事 業 930,116

西 宮 消 防 署 建 替 事 業 905,952

西宮市学校施設長寿命化計画に基づき、学校施設の安全性の確保と機能向上を
図るため、各種改修を行います。また、照明設備のLED化、体育館の空調整備、ト
イレ改修を行います。
【令和４年度】：長寿命化等改修工事（５校）、体育館空調設置工事（10校）、全館
空調設備個別空調化改修工事（１校）、外壁改修工事（２校）、照明設備LED化工
事（４校）、トイレ改修工事（７校）等
【債務負担行為の設定】：学校施設改修設計業務75,779千円（R５）、学校施設長
寿命化改修事業（段上小学校）1,010,579千円（R５）、学校施設長寿命化改修事業
（甲陽園小学校）1,884,666千円（R５－R６）、甲陽園小学校仮設校舎賃借料
118,484千円（R５－R６）、甲陽園小学校仮設校舎賃借料228,846千円（R５－R10）

西宮市学校施設長寿命化計画に基づき、学校施設の安全性の確保と機能向上を
図るため、各種改修を行います。また、照明設備のLED化、トイレ改修を行いま
す。
【令和４年度】：長寿命化等改修工事（１校）、照明設備LED化工事（16校）、トイレ
改修工事（４校）、サッシ改修工事（２校）等

　平成29年度～令和４年度の総事業費及び財源の推移は以下のとおりです。

事 業 概 要

区　　分 事 業 費

待機児童の解消に向けて、保育所・幼保連携型認定こども園等を整備する社会福
祉法人等に対し、施設整備費を補助します。また、定員拡大や耐震化を目的とし
て保育所の建替等を実施する法人に対し、整備費用を補助します。
【令和４年度】：新設保育所等建設補助、建替補助

築56年を経過した西宮消防署庁舎は、老朽化及び狭あい化に加え、耐震性の課
題もあることから、本事業では、これらの課題を解決するとともに、大規模災害時
の消防活動拠点として一層の機能強化を図り、本市の基幹消防署としてふさわし
い庁舎に建て替える。
なお、消防庁舎棟については令和３年度に竣工済み。
【令和４年度】：車庫・訓練棟建設工事、既存庁舎解体工事

安井小学校の老朽校舎の解消と良好な教育環境を整備するため、校舎の増改築
を行います。
【令和４年度】：校舎改築工事竣工

38 37 32 35 39 国県支出金

26 
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134 
97 地方債

94 
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22 

その他 6 59 
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51 
一般財源

56 
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156
Ｈ２９
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251
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209
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182
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投資的事業予算額の推移（億円）（億円）（億円）

安井小学校をはじめとした学校施設の建て替え・改修のほか、待機児童対策のための保育所整備、西宮消

防署の建て替えなどを進めます。
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■　６． 市債の状況

（単位　千円）
令和３年度末 令和４年度末

現在高見込額 元金償還額 増減額 現在高見込額

予算計上額 繰越見込額 借入見込額計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ＝Ｃ＋Ｄ Ｆ＝Ｅ－Ｂ Ａ＋Ｆ

総 務 債 8,384,165 608,078 613,800 24,000 637,800 29,722 8,413,887

民 生 債 9,534,897 1,482,115 1,312,772 38,000 1,350,772 △ 131,343 9,403,554

衛 生 債 6,296,924 1,187,102 175,200 24,900 200,100 △ 987,002 5,309,922

労 働 債 324,594 19,285 47,800 0 47,800 28,515 353,109

商 工 債 97,515 4,770 0 0 0 △ 4,770 92,745

土 木 債 24,066,230 2,793,631 1,797,528 619,000 2,416,528 △ 377,103 23,689,127

消 防 債 3,912,659 506,257 952,500 0 952,500 446,243 4,358,902

教 育 債 22,736,751 1,739,328 4,839,800 173,100 5,012,900 3,273,572 26,010,323

災 害 復 旧 債 175,321 31,935 0 0 0 △ 31,935 143,386

減 税 補 塡 債 1,010,443 343,434 0 0 0 △ 343,434 667,009

臨 時 財 政 対 策 債 62,467,932 5,811,678 1,896,000 0 1,896,000 △ 3,915,678 58,552,254

合 計 139,007,431 14,527,613 11,635,400 879,000 12,514,400 △ 2,013,213 136,994,218

食 肉 セ ン タ ー 402,130 66,305 31,400 0 31,400 △ 34,905 367,225

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 28,989 1,767 0 0 0 △ 1,767 27,222

合 計 431,119 68,072 31,400 0 31,400 △ 36,672 394,447

139,438,550 14,595,685 11,666,800 879,000 12,545,800 △ 2,049,885 137,388,665

※グラフ中のR3、R4の現在高は見込額です。

　各年度末の市債残高の推移は下記のグラフのとおりです。震災復旧・復興のために発行した多額の市債は、平成６年度以
降急激に膨れあがり、平成10年度をピークにその後は減少傾向で推移してきました。令和２年度は事業の進捗等により残高
が増加に転じましたが、その後はほぼ横ばいとなる見込みです。

特

別

会

計

一

般

会

計

令 和 ４ 年 度 中 の 増 減 額

総 計

借 入 見 込 額
区 分

　  ※臨時財政対策債とは、国から地方公共団体に交付する地方交付税の原資が足りないため、不足分の一部を一旦地方自治体で借金をしてまかなう地方債のことです。平成13年度

　　　から導入された仕組みで、他の地方債と違い、建物の建設などに限らず自由に使うことができ、後年度の地方交付税でその全額が措置されることとなっています。
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1,382
R1

1,391
R2

1,394
R3

1,374
R4

市債現在高の推移
特別会計

臨時財政対策債

一般会計（臨時財政対策債除く）

（億円）

令和４年度は学校施設等の整備や西宮消防署の建替工事、地方交付税の振替財源である臨時財政対策

債などで、前年度からの繰越見込分とあわせて125億4,580万円の借入を予定してますが、元金の償還額は

145億9,568万5千円となるため、年度末の残高は前年度に比べて20億4,988万5千円減少し、1,373億8,866万

5千円となる見込みです。

阪神・淡路大震災発生
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■　７． 基金の状況

（単位　千円）

12,882,171 8,672 7,561,168 △ 7,552,496 5,329,675
3,501,283 1,050 1,260,118 △ 1,259,068 2,242,215

財 政 所 管 分 3,494,622 1,050 1,253,457 △ 1,252,407 2,242,215
災 害 援 護 資 金 分 6,661 0 6,661 △ 6,661 0

2,659,044 798 0 798 2,659,842
56,414 20 1,370 △ 1,350 55,064

4,607,482 602,604 342,436 260,168 4,867,650
1,312,311 24,400 0 24,400 1,336,711

122,523 42 16,140 △ 16,098 106,425
109,033 22 56,000 △ 55,978 53,055

6,035 3 3,000 △ 2,997 3,038
28,876 11 10,000 △ 9,989 18,887
47,382 3,693 2,500 1,193 48,575
49,333 0 0 0 49,333
41,792 14 13,617 △ 13,603 28,189
7,643 4 2,000 △ 1,996 5,647

120,934 459 0 459 121,393
133,196 42 3,600 △ 3,558 129,638

7,224 2 2,928 △ 2,926 4,298
276,678 202,131 63,877 138,254 414,932
532,534 25,269 27,959 △ 2,690 529,844
68,379 22 12,931 △ 12,909 55,470
73,464 25 6,420 △ 6,395 67,069
27,218 50,018 20,368 29,650 56,868

479,143 1,445 2,121 △ 676 478,467
28,177 10 0 10 28,187

109,864 33 62 △ 29 109,835
27,288,133 920,789 9,408,615 △ 8,487,826 18,800,307

1,414,026 425 3,786 △ 3,361 1,410,665
104,060 17,607 56,140 △ 38,533 65,527  

3,258,966 1,353 630,829 △ 629,476 2,629,490
4,777,052 19,385 690,755 △ 671,370 4,105,682

                        　　総   　　　　計 32,065,185 940,174 10,099,370 △ 9,159,196 22,905,989

※グラフ中のR3、R4の現在高は見込額です。

都 市 計 画 事 業 基 金

合　　　計

学 校 給 食 費 基 金

図 書 館 振 興 基 金

教 育 振 興 基 金

公 共 土 木 施 設 維 持 補 修 基 金

ス ポ ー ツ 振 興 基 金

文 化 振 興 基 金

フ レ ン テ 西 宮 商 業 床 敷 金 積 立 基 金

新型コロナウイルス感染症対策基金

バ ス 事 業 基 金

動 物 愛 護 基 金

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

墓 地 整 備 基 金

「 青 い 鳥 」 福 祉 基 金

長 寿 ふ れ あ い 基 金

協 愛 奨 学 基 金

藤 田 奨 学 福 祉 基 金

市 営 住 宅 敷 金 等 積 立 基 金

特
別
会
計

合　　　計

介 護 給 付 費 準 備 基 金

総　　　計

国 民 健 康 保 険 財 政 安 定 化 基 金

※年度末現在高については、当該会計年度の出納整理期間中の増減を含むものとする。

中 小 企 業 勤 労 者 福 祉 共 済 基 金

緑 化 基 金

耐 火 物 件 火 災 損 害 塡 補 積 立 金

区　　分
令 和 ３ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

令 和 ４ 年 度 中 増 減 見 込 額
令 和 ４ 年 度 末
現 在 高 見 込 額積 立 額 取 崩 し 額 増 減 額

財 政 基 金

減 債 基 金

公 共 施 設 等 整 備 基 金

公 共 施 設 保 全 積 立 基 金

一
　
　
　
　
　
　
般
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
計

奨 学 基 金

内
訳

106 114 
63 50 48 50 

23 27 28 35 38 41 44 

184 187 200 213 225 
176 179

129

53

24 23 

42 67 74 75 
75 51 47 47 40 32 19 

36 35 
35 

35 
35 

35 35

35

23

114 104 

100 78 81 66 
90 

73 72 67 59 50 
48 

85 99 
109 

111 
124 

124 133

157

153

100 100 

100 100 100 
100 100 

100 100 100 
100 

53 
51 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

344
H5

341
H6

305
H7

295
H8

303
H9

291
H10

288
H11

251
H12

247
H13

249
H14

237
H15

176
H16

162
H17

305
H26

321
H27

344
H28

359
H29

384
H30

335
R1

347
R2

321
R3

229
R4

基金現在高の推移 土地開発基金(平成23年4月1日廃止)

その他基金

減債基金

財政基金

（億円）

一般会計・特別会計の令和４年度末基金残高は、公共施設保全積立基金で6億260万4千円の積立を

行う一方、財政基金で75億6,116万8千円、減債基金で12億6,011万8千円の取崩しを行うことにより、全

体では前年度から91億5,919万6千円減の、229億598万9千円となる見込みです。
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■　８．消費税率の引上げによる地方消費税交付金増収分の使途

地方消費税交付金予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １０，３４８，０００千円

　　うち消費税率の引上げによる増収分(社会保障財源化分)　 　　　　　 ５，６４４，０００千円

社会保障４経費、その他社会保障施策に要する経費

（単位　千円）

児 童 福 祉 総 務 費 90,735 39,466 4,352 46,917 1,973

保 育 所 費 2,471,891 31,657 159,979 2,280,255 125,354

児 童 保 育 費 15,356,283 9,745,628 539,994 5,070,661 914,073

子 育 て 総 合 セ ン タ ー 費 115,136 23,728 1,899 89,509 6,411

児 童 育 成 費 2,352,280 798,351 377,462 1,176,467 207,463

障 害 援 護 費 13,138,878 9,805,561 729 3,332,588 785,274

生 活 保 護 扶 助 費 14,052,180 10,382,376 116,000 3,553,804 854,344

幼 稚 園 費 33,573 0 0 33,573 2,777

47,610,956 30,826,767 1,200,415 15,583,774 2,897,669

国 民 健 康 保 険 事 業 費 4,901,849 1,978,489 0 2,923,360 517,581

介 護 保 険 事 業 費 5,805,757 316,387 0 5,489,370 1,127,062

後期 高齢 者医 療事 業費 1,647,224 816,529 0 830,695 65,432

12,354,830 3,111,405 0 9,243,425 1,710,075

民
生
費

医 療 福 祉 費 2,902,234 740,492 167,077 1,994,665 392,171

保 健 所 費 180,371 85,388 0 94,983 19,416

保 健 予 防 費 6,145,497 3,186,315 238,691 2,720,491 624,669

9,228,102 4,012,195 405,768 4,810,139 1,036,256

69,193,888 37,950,367 1,606,183 29,637,338 5,644,000

※社会保障財源化分の使途には事務費及び事務職員の人件費は含まれていない。

合                      計

社
会
福
祉

小             計

社
会
保
険

小             計

保
健
衛
生

小             計

民
生
費

民
生
費

衛
生
費

教
育
費

　平成26年4月から引き上げられた地方消費税の増収分は、社会保障４経費（年金、医療、介護、子育て）その他社会保障
施策に要する経費に充当することとされています。

社会保障施策とは
　①社会福祉・・・生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など
　②社会保険・・・国民健康保険、介護保険、年金など
　③保健衛生・・・医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策など
のことをいいます。

令和４年度
予算額

財源内訳

うち引上げ分の
地方消費税交付金

予算科目
区
分 国県支出金 その他 一般財源

歳入

歳出
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歳出（目的別） 歳出（性質別）

（単位　円） （単位　円）

42,002 81,119

187,932 120,365

41,776 31,363

32,799 37,461

14,586 65,590

48,455 7,609

31,363 29,309

4,986 25,964
議 会 費 1,781 5,119
労 働 費 752 積 立 金 1,899
農 林 水 産 費 373 投資及び出資金 861
商 工 費 1,888 貸 付 金 2,194
災 害 復 旧 費 4 予 備 費 165
諸 支 出 金 23 403,899
予 備 費 165

403,899 （単位　円）

市民１人あたり

283,366

47,244

■　９． 市民１人あたりの予算額

   一般会計の当初予算額1,958億2,836万円を推計人口（484,845人・令和4年1月1日現在）で除し

たものです。

（一般会計および特別会計分、令和4年度末見込）

基 金 残 高

市債・基金残高
区　分

そ の 他

そ
の
他
内
訳

維 持 補 修 費

総 務 費

市 債 残 高

繰 出 金

計

物 件 費

人 件 費

公 債 費衛 生 費

そ の 他

計

公 債 費

教 育 費

投 資 的 経 費土 木 費

扶 助 費民 生 費

消 防 費

そ
の
他
内
訳

補 助 費 等

総務費

42,002円

民生費

187,932円
衛生費

41,776円

土木費

32,799円

消防費

14,586円

教育費

48,455円

公債費

31,363円

その他

4,986円

総額 403,899円

人件費

81,119円

扶助費

120,365円

公債費

31,363円

投資的経費

37,461円

物件費

65,590円

維持補修費

7,609円

補助費等

29,309円

繰出金

25,964円

その他

5,119円

総額 403,899円
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